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　コロナ下で売上高を伸ばしている業態のひとつにドラッグストアがある。化粧品や医薬品だけでなく、日用
品、食品などを低価格でそろえ、節約志向やワンストップショッピングへのニーズに応えている。
　今後は業界内だけでなく、他業態との競争もますます激化し、再編の動きも進むと予想される。県内の事情
と併せ、業界の動向と課題を探った。

競争力高めて成長するドラッグストア
ECONOMIC RESEARCH REPORT

際
立
つ
成
長
ぶ
り

　

日
本
チ
ェ
ー
ン
ド
ラ
ッ
グ
ス
ト
ア
協
会

に
よ
る
と
、
ド
ラ
ッ
グ
ス
ト
ア
業
界
の

2
0
2
0
年
度
の
市
場
規
模
（
販
売
額
）
は

約
８
兆
3
6
3
億
円
で
全
国
百
貨
店
の
約

2
倍
に
な
り
、
コ
ン
ビ
ニ
エ
ン
ス
ス
ト
ア

（
コ
ン
ビ
ニ
）
の
10
兆
6
6
0
8
億
円
に
迫

る
勢
い
で
あ
る
（
図
表
1
）。
過
去
5
年
間

の
伸
び
率
を
み
る
と
、
16
～
19
年
度
は
5
～

6
％
台
、
20
年
度
は
4
・
6
％
と
高
成
長
が

続
い
て
い
る
（
同
）。
ま
た
、
店
舗
数
も
16

年
度
以
降
毎
年
2
～
3
％
台
で
伸
び
て
い
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図表１　ドラッグストア販売額の推移（全国）

資料）日本チェーンドラッグストア協会「2020年度版　日本のドラッグストア実態調査」
　　 図表2、図表4も同じ

（％）（兆円）

2015年度 16年度 17年度 18年度 19年度 20年度
■販売額（左軸）　　　　　前年度比（右軸）

8.0

6.1

4.6

1.1

幹線沿いで複数の店舗が競合（鹿児島市吉野町）

MONTHLY ECONOMIC MAGAZINE  |  04



業
況
D
I
、

5
期
ぶ
り
下
落

― 

第
１
６
５
回
　
県
内
企
業
・
業
況
調
査
結
果 

―

― 

第
１
６
５
回
　
県
内
企
業
・
業
況
調
査
結
果 

―

― 

第
１
６
５
回
　
県
内
企
業
・
業
況
調
査
結
果 

―

●今期の業況DIはマイナス39。前期のマイナス34より5㌽減と5期
ぶりに下落に転じた。来期はマイナス24。今期より15㌽増と大き
く改善する見込み。

●今期の販売価格DIは12。前期の11より1㌽上昇。来期は13。今期と
ほぼ横ばいとなる見込み。

●今期の仕入価格DIは41。前期の38から3㌽増とやや上昇。来期は
40。今期とほぼ横ばいとなる見込み。

●今期、設備投資を実施した企業割合は36％と、前期（35％）とほ
ぼ横ばい。来期実施予定の企業割合は34％。今期からやや減少
する見込み。

●経営上の問題点（内部環境・外部環境）は、「売上（受注）不振」（52％）
が最多で、7期連続トップとなった。前期大幅に増加した「原材料
(仕入品)価格高」（35％）は、前期の31％から4㌽増加した。

［調査の概要］

今　　期＝2021年7～9月期　　　   　  来　　期＝2021年10～12月期
前　　期＝2021年4～6月期　 　　　　前年同期＝2020年7～9月期
DI  ＝「良い」－「悪い」、「増加」－「減少」、いずれも回答企業割合

用　語

［調査要領］

▲70

▲50

10

0

30

2009年 10年 11年 12年 13年 14年 15年 16年 17年 18年 19年 20年 21年
（期）

良
い

悪
い

リーマンショックの影響
2009年1～3月期　DI ▲53
2009年4～6月期　DI ▲56

良い 悪い DI

業況DIの長期推移

予
想

▲30

▲10

●対 象 期 間 　　2021年7～9月期実績見込み
　　　　　　　　2021年10～12月期見通し

●調 査 時 期 　　2021年9月下旬

●調 査 方 法 　　インターネット及び郵送

●対 象 企 業 　　県内主要企業 500社

●回答企業数　　319社（回答率 63.8％）

消費税増税

今回 5㌽下落
21年7～9月期
DI ▲39

ⅠⅡⅢⅣⅠⅡⅢⅣⅠⅡⅢⅣⅠⅡⅢⅣⅠⅡⅢⅣⅠⅡⅢⅣⅠⅡⅢⅣⅠⅡⅢⅣⅠⅡⅢⅣⅠⅡⅢⅣⅠⅡⅢⅣⅠⅡⅢⅣⅠⅡⅢⅣ

業
況
ア
ン
ケ
ー
ト
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最低賃金引き上げの
影響について
―半数超が「影響あり」

プラスワン

［調査の概要］

●最低賃金引き上げの影響について、「大いに影響がある」（15%）、「影響がある」（37%）と回答した企業
の割合の合計は52%となった。業種別にみると、小売業が64%で最も高く、その他産業（56%）、製造業
（50%）、卸売業（46%）、建設業（39%）が続いた。

●改定後の最低賃金については、「変更しない」と回答した企業が36%と最も多く、次いで「現在は改定後
の最低賃金を下回っているため、改定後の最低賃金まで引き上げる」が23%となった。

●調査時期　2021年9月下旬（第165回県内企業・業況調査時）
●調査方法　インターネット及び郵送

●対象企業　県内主要企業500社
●回答状況　313社（回答率 62.6％）

調査の概要

　
10
月
２
日
か
ら
鹿
児
島
県
の
最
低
賃
金

が
改
定
さ
れ
、
７
９
３
円
か
ら
８
２
１
円

へ
28
円
引
き
上
げ
ら
れ
た
（
図
表
１
）。

最
低
賃
金
引
き
上
げ
の
影
響
に
つ
い
て
、

「
大
い
に
影
響
が
あ
る
」（
15
％
）、「
影
響

が
あ
る
」（
37
％
）
と
回
答
し
た
企
業
の

割
合
の
合
計
は
52
％
と
な
り
、
半
数
超

の
企
業
に
影
響
が
あ
っ
た
。
業
種
別
に

み
る
と
、
小
売
業
が
64
％
で
最
も
高
く
、

そ
の
他
産
業
（
56
％
）、製
造
業
（
50
％
）、

卸
売
業
（
46
％
）、
建
設
業
（
39
％
）
が

続
い
た
（
図
表
２
）。
さ
ら
に
中
分
類
別

に
み
る
と
、外
食
（
１
０
０
％
）、百
貨
店
・

ス
ー
パ
ー
（
92
％
）、
石
油
・
ガ
ス
小
売

業（
86
％
）、旅
館
・
ホ
テ
ル（
75
％
）と
な
っ

て
い
る
。
最
低
賃
金
近
辺
で
雇
用
さ
れ
る

非
正
規
労
働
者
が
多
い
サ
ー
ビ
ス
業
や
一

部
小
売
業
な
ど
の
業
種
で
影
響
が
大
き
い

傾
向
が
あ
っ
た
。

　
改
定
後
の
最
低
賃
金
に
つ
い
て
は
、「
変

更
し
な
い
」
と
回
答
し
た
企
業
が
36
％
と

最
も
多
く
、
次
い
で
「
現
在
は
改
定
後
の

最
低
賃
金
を
下
回
っ
て
い
る
た
め
、
改
定

後
の
最
低
賃
金
ま
で
引
き
上
げ
る
」
が

23
％
と
な
っ
た
（
図
表
３
）。
一
方
で
、

待
遇
改
善
や
優
秀
な
人
材
確
保
の
た
め
、

「
現
在
で
も
改
定
後
の
最
低
賃
金
を
上

回
っ
て
い
る
が
、
さ
ら
に
引
き
上
げ
る
」

と
い
う
回
答
も
15
％
あ
っ
た
。

　
改
定
後
の
最
低
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て
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変

更
し
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と
回
答
し
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企
業
が
36
％
と

最
も
多
く
、
次
い
で
「
現
在
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改
定
後
の

最
低
賃
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を
下
回
っ
て
い
る
た
め
、
改
定

後
の
最
低
賃
金
ま
で
引
き
上
げ
る
」
が

23
％
と
な
っ
た
（
図
表
３
）。
一
方
で
、

待
遇
改
善
や
優
秀
な
人
材
確
保
の
た
め
、

「
現
在
で
も
改
定
後
の
最
低
賃
金
を
上

回
っ
て
い
る
が
、
さ
ら
に
引
き
上
げ
る
」

と
い
う
回
答
も
15
％
あ
っ
た
。

　
最
低
賃
金
引
き
上
げ
に
つ
い
て
「
大
い

に
影
響
が
あ
る
」「
影
響
が
あ
る
」
と
回

答
し
た
企
業
に
最
低
賃
金
引
き
上
げ
に
伴

う
対
応
を
た
ず
ね
た
と
こ
ろ
、「
残
業
時

間
の
削
減
・
抑
制
」
が
47
％
と
最
も
多
く
、

次
い
で「
特
に
何
も
し
な
い
」（
27
％
）、「
人

事
制
度
の
改
革
」（
17
％
）
の
順
と
な
っ

た
（
図
表
４
）。
同
様
に
最
低
賃
金
引
き

上
げ
に
対
応
す
る
た
め
に
必
要
な
支
援
策

を
た
ず
ね
る
と
、「
税
金
・
社
会
保
険
料

な
ど
の
負
担
軽
減
」（
45
％
）
を
挙
げ
る

企
業
が
最
も
多
く
、「
雇
用
維
持
へ
の
支

援
」（
43
％
）、「
補
助
金
・
助
成
金
へ
の

拡
大
」（
40
％
）
が
続
い
た
（
図
表
５
）。

　
ア
ン
ケ
ー
ト
に
回
答
し
た
企
業
か
ら

は
、
最
低
賃
金
引
き
上
げ
に
理
解
を
示
し

つ
つ
も
、
コ
ロ
ナ
禍
で
の
タ
イ
ミ
ン
グ
で

の
急
激
な
引
き
上
げ
幅
に
戸
惑
う
声
も
聞

か
れ
た
。
最
低
賃
金
引
き
上
げ
は
、
低
賃

金
労
働
者
に
と
っ
て
は
待
遇
改
善
に
つ
な

が
る
一
方
で
、
企
業
に
と
っ
て
は
人
件
費

や
社
会
保
険
料
な
ど
の
企
業
負
担
増
加
に

つ
な
が
り
、
雇
用
面
へ
の
影
響
も
懸
念
さ

れ
る
。
ま
た
、
扶
養
控
除
内
で
勤
務
し
た

い
従
業
員
が
い
れ
ば
、
最
低
賃
金
引
き
上

げ
は
実
質
労
働
時
間
減
少
に
つ
な
が
る
た

め
、
追
加
的
な
人
員
採
用
も
含
め
、
生
産

性
に
も
影
響
を
及
ぼ
す
側
面
も
あ
る
。

　
政
府
は「
骨
太
の
方
針
」の
中
で
早
期
に

「
最
低
賃
金
の
全
国
加
重
平
均
１
０
０
０

円
」
の
達
成
を
通
じ
て
経
済
の
底
上
げ
を

目
指
し
て
お
り
、
最
低
賃
金
引
き
上
げ
の

動
き
は
続
く
可
能
性
が
高
い
。
雇
用
維
持

と
両
立
を
図
り
な
が
ら
、
賃
上
げ
し
や
す

い
環
境
を
整
備
す
る
た
め
の
施
策
が
求
め

ら
れ
る
。

（
新
川
　
真
吾
）

半
数
超
が
影
響
あ
り

さ
ら
に
引
き
上
げ
る
企
業
も

税
・
社
会
保
険
料
負
担
の

軽
減
を
求
め
る
声
も

ま
と
め

図表3　改定後の最低賃金設定について

図表4　最低賃金引き上げに伴う対応

図表１　本県の最低賃金額の推移

図表２　最低賃金引き上げの影響について

図表5　最低賃金引き上げに対応するために必要な支援策

変更しない

さらに引き上げる

最低賃金まで引き下げる

最低賃金を超えて引き上げる

最低賃金まで引き上げる

対応未定

改定後の
最低賃金を

上回る

下回る

現　在 改定後

36%

15%

1%

15%

23%

10%

税金・社会保険料などの負担軽減
雇用維持への支援

補助金・助成金の拡充
生産性向上に向けた設備投資支援

人材育成・教育への支援
取引価格・円滑な価格転嫁の適性化

販路開拓への支援
新規事業、新製品・サービス開発の支援

資金繰りに対する金融支援策
その他

残業時間の削減・抑制
特に何もしない
人事制度の改革

非正規社員の削減、採用抑制
賞与・一時金の削減・抑制

（引き上げにより）優秀な人材確保を図る
商品・サービス価格の変更

設備投資の抑制
正社員の削減、採用抑制

採用を正社員から非正規へ切り替え
事業規模の縮小・廃業
福利厚生費の削減・抑制

派遣社員など外部人材の活用
その他
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793 821

28本県の最低賃金額（左軸）　　　　前年差（右軸）

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

全産業

製造業

建設業

卸売業

小売業

その他産業

15 37 48

1313 3737 5050

55 3434 6161

1212 3434 5454

2323 4141 3636

2121 3535 4444

（ｎ=313）
（%）

52

50

39

46

64

56

資料）厚生労働省

注）・複数回答　・最低賃金引き上げについて「大いに影響がある」「影響がある」と回答した企業のみ、図表5も同じ

大いに影響がある　　　　影響がある　　　　影響はない
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コロナ禍でもスコア良
ーゴルフ人気復活なるか?ー

TOPICS
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▲30
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■2019年　■2020年　■2021年

■メンバー　■ビジター　ー前年比率

2019年

21年

20年

型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感

染
拡
大
の
影
響
に
よ

り
、
観
光
施
設
や
レ
ジ
ャ
ー
施

設
の
利
用
者
数
は
軒
並
み
減
少

し
て
い
る
。
こ
の
よ
う
な
状
況

の
中
、
健
闘
し
て
い
る
施
設
が

ゴ
ル
フ
場
で
あ
る
。
2
0
2
1

年
と
20
年
で
、
1
〜
9
月
の
各

月
来
場
者
数
を
比
較
す
る
と
、

多
く
の
月
で
21
年
が
上
回
っ
て

い
る
（
図
表
1
）。
コ
ロ
ナ
が
拡

大
し
始
め
た
20
年
3
〜
6
月

は
、
他
の
施
設
と
同
様
に
ゴ
ル

フ
場
で
も
来
場
者
数
は
大
き
く

減
少
し
た
。
し
か
し
、
20
年

6
月
ご
ろ
か
ら
回
復
の
兆
し
が

見
え
始
め
、
同
年
8
月
か
ら

現
在
に
か
け
て
コ
ロ
ナ
前
の
水

準
（
19
年
）
を
上
回
る
月
も

た
び
た
び
現
れ
て
い
る
。
ゴ
ル
フ

場
の
利
用
者
が
増
え
た
こ
と
に

よ
り
、
ク
ラ
ブ
や
ウ
エ
ア
な
ど
の

関
連
消
費
も
伸
び
て
い
る
こ
と

も
朗
報
だ
。

新

資料）九州ゴルフ連盟、図表2も同じ

（月）

図表1　来場者数の推移（鹿児島県）

図表2　来場者数の前年比と客層別寄与率の推移（本県）

（万人）

（%）

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12

2019 20 21
（月/年）
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Chapter 2 台北だより

電子帳簿保存法の改正・施行
防疫大国から観光大国へ
コロナ後の台湾観光

Chapter 1 ビジネスQ&A【税務】
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